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 災害を受けたとき 

 
共 済 

１ 災害見舞金 

組合員や被扶養者が水震火災その他の非常災害により、現に居住している住居又は使用している家財に損害を受けた場

合に、その損害の程度に応じ災害見舞金が支給されます。 

なお、この給付は損害を補てんするものではなく、見舞金的性格を有するものです。 

水震火災その他の非常災害とは、洪水・津浪・台風・豪雨・地震・地割・がけ崩れ・雪崩・たつまき・落雷・火災等の

主として自然現象をいいますがその他の予測し難い事故を含みます。ただし、盗難は含みません。 

(1) 留意事項 

   ア 現場を確認の上損害の程度を判定する場合がありますので、別表に該当すると思われるときは速やかに連絡し

てください。連絡が遅れると支給されないこともあります。 

   イ 住居とは、現に生活の本拠としている建物をいい、所有権の有無は問いません。また、別棟の離れ・物置・門・ 

塀・別荘・セカンドハウス等は住居に含みません。 

   ウ 別居の親族を看病するため、一時的にその親族の住居で寝食している場合の住居が被災しても支給されません。 

   エ 被災した住居に住民票上の住所があっても、生活の本拠と認められない場合は支給されません。 

   オ 家財とは現に生活するにあたって社会生活上必要な一切の財産をいいます。ただし、現金・有価証券・宅地山 

林・田畑・美術品・宝石類等は家財に含みません。あくまで、組合員及び被扶養者の所有の物に限られます。 

   カ 現に居住していない住居に置いている家財に損害があっても支給されません。 

   キ 同一世帯に組合員が二人以上ある場合には、各組合員につきそれぞれ災害見舞金が支給されます。 

   ク 組合員とその被扶養者が別居している場合は、被扶養者の住居又は家財も組合員の住居又は家財の一部として 

取扱います。 

(2) 提出書類 

   災害見舞金は、住居又は家財に１／３以上の損害を受けたとき別表１により支給されるため、損害の程度を判定す

る必要がありますが、別表１による損害の程度の判断が困難な場合は、別表２の外形標準によって取り扱うこことさ

れています。 

① 住居又は家財の一部に損害を受け、損害の程度を換価により判定する場合 

   （ｱ) 「災害見舞金請求書」 

     「市町村長・消防署長又は警察署長の証明」欄に証明を得るか、別紙として「罹災証明書」等を添付してくだ

さい。 

   （ｲ) 「災害状況報告書」 

   （ｳ) 家屋の見取図（現住居の平面図） 

     （ｴ) 住居の所在地がわかるもの 

     （ｵ) 写真（損害の状況がわかるもの）、新聞の切り抜き等 

     （ｶ) 「損害の程度積算表（家財）」 

       「住居の損害内訳書」（住居の場合） 

     （ｷ) 大工又は建築士による罹災直前の住居の見積書（住居の場合） 

 

  ② 水没・火災等により住居及び家財の全部が流れ又は滅失した場合 

    → 上記（ｱ)～（ｵ)  

 

   ③ 床上浸水により損害を受け、別表２の外形標準により判定する場合 

     → 上記（ｱ)～（ｵ)  
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(3) 支給額 

別表１ 

損 害 の 程 度 災害見舞金 

1 住居及び家財の全部が焼失し、又は滅失したとき 

2 住居及び家財に前号と同程度の損害を受けたとき 

標準報酬月額の 

3月分 

1 住居及び家財の 2分の 1以上が焼失し、又は滅失したとき 

2 住居及び家財に前号と同程度の損害を受けたとき 

3 住居又は家財の全部が焼失し、又は滅失したとき 

4 住居又は家財に前号と同程度の損害を受けたとき 

標準報酬月額の 

2月分 

1 住居及び家財の 3分の 1以上が焼失し、又は滅失したとき 

2 住居及び家財に前号と同程度の損害を受けたとき 

3 住居又は家財の 2分の 1以上が焼失し、又は滅失したとき 

4 住居又は家財に前号と同程度の損害を受けたとき 

標準報酬月額の 

1月分 

1 住居又は家財の 3分の 1以上が焼失し、又は滅失したとき 

2 住居又は家財に前号と同程度の損害を受けたとき 

標準報酬月額の 

0.5月分 

 

  別表２ 

浸 水 の 程 度 災害見舞金 

床上120㎝以上 標準報酬月額の 1月分 

床上 30㎝以上 標準報酬月額の 0.5月分 

     ※ 別表２については、原則、平屋建ての家屋に適用されますが、２階建てでも１階部分が住居であれば同様

の取り扱いとします。 

     ※ 住居・家財の別はありません。 

 

２ 弔慰金・家族弔慰金 

 組合員や被扶養者が、水震火災その他の非常災害により死亡し、一定の要件に該当するときに埋葬料・家族埋葬料とは

別に支給されます。（死亡の原因が、公務に起因するか否かは問いません。） 

 水震火災その他の非常災害とは、洪水・津浪・台風・豪雨・地震・地割・がけ崩れ・雪崩・たつまき・落雷・火災等の

主として自然現象をいいますが、交通事故・その他の予測し難い事故を含みます。 

 予測し難い事故とは、次の 3つの要件を満たす場合をいいます。 

 ・死亡の要素が客観的にみて、社会通念上予測し難い不慮の事故であること。 

 ・その事故の直後に医療効果が得られないような状態で死亡したものであること。 

 ・その事故による死亡が原則として、他動的原因によるものであること。 

(1) 支給額 

  ア 弔慰金 

    標準報酬月額が遺族に支給されます。 

  イ 家族弔慰金 

    標準報酬月額に 0.7を乗じて得た額が組合員に支給されます。 

 (2) 提出書類 

  ア 「弔慰金・家族弔慰金請求書」 

    市区町村長・警察署長又はその他公の機関の証明を得て提出してください。 

  イ 弔慰金の支給を受けようとする者にあっては、遺族の順位を証明する書類 

 


